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1. 大前提：日本企業の成長は変革なしには困難

1) 既存の市場が成長しない以上は、ケイパビリティを磨くだけではなく、成長する市場に参入するのが近道

2) 日本企業にとっての成長市場は、技術革新、人口・社会動態などの変化に対応する市場、または海外成長市場

2. やるべきことは明確：日本企業が成長するためには、変革（成長）ストーリーを定性・定量共に明確にし、ス
テークホルダーをエンゲージする必要（「どのように変わるのか？」「本当に変われるのか？」の問いに答えた
い）（④は全て加速）

1) 戦略策定スキルの高度化：戦略策定は定性・定量の両面のストーリーが必要（①）

2) 戦略実行スキルの高度化：変革期の戦略実行スキルには人事、財務の高度化は前提、新しい（市場での）事業
の展開を支える担当各部においてのプロジェクトマネジメント能力獲得が必要（①、③）

3) エンゲージメント能力の高度化：人材、資金の獲得のために「広報」を超えて自社のキャラクター、ストー
リーを訴求する（①、②）

3. 成長のキモは人と資金、株式市場のアップデートに加え、ガバナンスと人材関連で追加的に取り組むべき事項

1) ガバナンス：社外取締役中心のモニタリングボードに移行した上での高度化の取組み

• 社外取締役と会社双方が時間を使うことにより社外取締役の会社や業界の理解の促進

• 企業戦略に基づいた適切なスキルマップの整備

• 社外取締役として会社に適切な監督をなしうる人材プールの拡充

2) 人材の入れ替えを可能にした場合の社会のセーフティネットの実効化

本日の提言のまとめ
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戦略が利益を生むために必要な要素

論点①：ポジションごとに成長に必要な要素が異なる

成長戦略の立案

何故、どのように成長を目指すのか、
定性・定量に示す

出所：「ビジネスモデル・クリエイション」（唐木明子）、「なぜ良い戦略が利益に結びつかないのか」
（ポール・レインワンド、PwC Strategy＆）

成長戦略の実行

ステークホルダーと価値の具現化のための
取組みを推進する

ステークホルダーとのエンゲージメント

戦略の立案・実行のためのステークホルダーの理解、
支持や連携などを得るために成長ストーリーの提示

収益性に
影響

期待値に
影響
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各ポジションの現状と課題の概観

論点①：成長の前提として定性・定量の成長戦略と戦略への信頼獲
得が必要であり、各ポジション毎に不足する要素に取り組みたい

資本収益性低い

③成長期待高い
資本収益性低い

これからの企業

①成長期待低い
資本収益性低い

手遅れにならない
うちに対応すべき企業

資本収益性高い

市場評価高い

市場評価低い

②成長期待低い
資本収益性高い

説明すべき企業

④成長期待高い
資本収益性高い

加速したい企業

成長ストーリーの磨き上げ、
（対話が難しい場合には）非
上場化にかかる資金調達
（成長ストーリーを持ちつつ伝え
きれていない企業は多い。口下手
故に損をしないようにしたい）

変革のための成長戦略の
推進（人材確保、人材・資金
などの配分の構造改革、海外
展開などを開始継続）

変革のための成長戦略の
立案と推進
（資産を持っている企業は多
い、成長の源泉となる資金の
配分先を明確にする）

成長戦略の推進の加速
（世界レベルでの人材確保、人
材・資金などの配分の構造改革や
海外展開などを徹底）

優先すべき打ち手

共通施策として：社内のケイパビリティの多様性の推進、投資家など社外のステークホル
ダーの理解の進展、意識的な株主構成、社会の人材の流動化とセーフティネットの実効化
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取締役会の監督機能強化の方向性

論点②－１：コーポレートガバナンスについては、取締役会の機
能強化に向けて長期的かつ抜本的な取組みが必要

マネジメントボード
（社内が中心）

モニタリングボード
（社外が中心）

ブレーキ

アクセル

一定の経営判断等
につきNOと言える

適切なリスクテイ
クを後押しする

• 過去の判断等につき利益の相
反が発生しうる

• 変革期のリスクテイクの経験
が豊富な社内取締役は限定的
であり、リスクテイクに慎重
になりがち

• 独立している場合はNOと言
いやすい

• 但し、会社や業界の理解が不
十分な場合にはそもそも適切
な判断をしにくい

• 戦略に整合した取締役を招聘
しリスクテイクを可能とする

• 但し、明確な戦略が前提であ
り、更に戦略と適合する社外
取締役の人材プールは限定的
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• 労働市場改革は公平性を前提と
しつつも、結果として経済格差
の拡大の要因となりうる

• 経済格差は教育の格差につなが
り固定化しやすく、格差は社会
の不安定化につながるとも言わ
れる

• 安心して成長を希求する前提と
して社会システムの対応が重要

成長の前提としてのセーフティネットの実効化の必要性

論点②－２：人材については、より流動性を高める施策を進めつ
つもセーフティネットの実効性の確保が必要

*日本の生活保護制度の利用率（人口に対する生活保護利用者数）は1.6%（令和４年）、捕捉率（生活保護を利用する資格のある人のうち現に利用して
いる人の割合）は20％弱程度に過ぎず、制度の趣旨に照らしてして低い水準
出所：日本弁護士連合会「生活保護Q＆Aパンフ」、厚生労働省「生活保護制度の現状について」（令和４年６月３日）

個人がリスクを取りやすい社会の要件(セーフティネット)

学校教育
リスキリング

誰でも何度でも
挑戦できる

社会

万一の場合の
生活保障*

https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/publication/booklet/data/seikatuhogo_qa.pdf
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